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令和７年度白子町健全化判断比率及び資金不足比率の審査結果報告書 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項に規定する、

令和７年度白子町健全化判断比率及び資金不足比率の審査結果について、別添のとおり報

告します。 
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令 和 ７ 年 度

白 子 町 財 政 健 全 化 比 率 及 び
資 金 不 足 比 率 の 審 査 意 見 書
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審査結果報告書 
 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定により審査に付された令和７年度白子町健全化判断比率及び資金不

足比率について、審査した結果は次のとおりである。 

 

１．審査の対象 

令和７年度白子町財政健全化の判断比率及びその算定基礎となる書類 

令和７年度白子町経営健全化の資金不足比率及びその算定基礎となる書類 

 

２．審査の期日 

令和８年８月６日（木）・７日（金） 

 

３．審査の方法 

町長から審査に付された財政健全化の判断比率及び経営健全化の資金不足

比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成さ

れているかに主眼をおき、当局の説明を聴取して審査を行った。 

 

４．審査の結果 

審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

５．審査意見 

審査に付された健全化の判断比率及び資金不足比率は、次のとおりで、い

ずれも国の示す早期健全化基準を下回っている。 

今後も引続き効率的かつ適正な財政運営に努められたい。 

 

比 率 名 令和７年度 早期健全化基準 

財政健全化 

実質赤字比率 ― １５．０ ％ 

連結実質赤字比率 ― ２０．０ ％ 

実質公債費比率 ６．０％ ２５．０ ％ 

将来負担比率 ０．４％ ３５０．０ ％ 

経営健全化 資金不足比率(ガス) ― ２０．０ ％ 

※該当がない場合は「－」表示とする。 



６．比率算出概要

   （１）　実質赤字比率

金額（千円）

242,390

3,610,677

実質赤字比率＝（①一般会計実質収支額÷②標準財政規模）×100　＝ －

参考： △ 6.71

※本町の比率は、実質赤字額がないため「－」表示となる。

　参考として黒字の比率を△表示してある。

   （２）　連結実質赤字比率

金額（千円）

120,041

国民健康保険事業 54,209

介護保険事業 65,526

後期高齢者事業 306

129,305

連結実質赤字比率　＝　（　①一般会計実質収支額　+ ③特別会計実質収支額　　

 ＋ ④ガス資金不足額・剰余額 　）

 ÷　②標準財政規模　×　100　　＝ －

参考： △ 13.61

※本町の比率は、連結実質赤字額がないため「－」表示となる。

　参考として黒字の比率を△表示してある。

④　ｶﾞｽ事業特別会計の資金不足額・剰余額　

項　　　　　目

③　特別会計の実質収支額

項　　　　　目

②　標準財政規模

①　一般会計の実質収支額
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（３）実質公債費比率

金額　（千円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

389,783 369,886 363,071

公債費充当一般財源等額 389,783 369,886 363,071

0 0 0

⑧準元利償還金 95,702 97,031 103,883

一部事務組合地方債充て負担金 95,702 97,031 103,883

⑨償還のための特定財源 128 128 3081

⑩算入公債費等額 287,083 279,100 264,136

災害復旧費等に係る基準財政需要額　 260,386 251,013 235,067

基準財政需要額算入の公債費 21,148 22,011 23,690

基準財政需要額算入の準元利償還額 5,549 6,076 5,379

②標準財政規模 3,435,302 3,504,228 3,610,677

標準税収入額 1,737,810 1,768,477 1,796,581

普通交付税額 1,673,704 1,725,036 1,814,096

臨時財政対策債発行可能額 23,788 10,715 0

6.29797 5.81958 5.96846

単年度実質公債費比率　

　　＝（　(　⑥元利償還金　＋　⑦地方債償還繰入金　+　⑧準元利償還金）　

実質公債費比率　＝　（ 一昨年度実質公債費比率　＋　昨年度実質公債費比率

6.0

＜比率計算の対象範囲＞　一般会計等、特別会計、公営企業会計及び一部事務組合

項　　　目

⑥　元利償還金

単年度公債比率

       ＋　今年度実質公債費比率　）　÷　３か年　＝

            ÷　（ ②標準財政規模　－　⑩算入公債費等額　）　×　100

 　　　　 　　－　（ ⑨償還のための特定財源　＋　⑩算入公債費等額 ）　）

⑦地方債償還繰入金
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（４）将来負担比率
金額（千円）

5,854,597
地方債現在高 3,651,568
債務負担行為の支出予定額 252,167
公営企業債繰入見込額 0
組合負担等見込額 870,545
退職手当負担見込額 1,080,317
設立法人の負債額等負担見込額 0
連結実質赤字額 0
組合連結実質赤字額負担見込額 0

⑫充当可能財源 5,839,163
充当可能基金 2,765,307
充当可能特定歳入 0
基準財政需要額算入見込額 3,073,856

264,136
3,610,677

将来負担比率　＝　（　⑪将来負担額　-  ⑫充当可能財源　）　　
―
参考：0.40

＜比率計算の対象範囲＞
　一般会計等、特別会計、公営企業会計、一部事務組合及び公社等

（５）資金不足比率
ガス事業特別会計（法適用企業）

金額（千円）
129,305

流動資産等 219,126
流動負債等 89,821

⑬ｶﾞｽ事業規模　（ア－イ） 241,666
ア　営業収益額 241,972
イ　受注工事収益額 306

―
参考： △ 53.50

※本町では、ガス事業特別会計の資金不足額がないため、「－」表示となる。
　参考として資金剰余額の比率を△表示してある。

資金不足比率　＝　④資金不足額　÷　⑬事業規模　×　100　＝

÷（ ②標準財政規模　－　⑩算入公債費等の額　）×100　＝

④ガス事業資金不足額・剰余額

項　　　　　目
⑪将来負担額

⑩算入公債費等の額
②標準財政規模

項　　　　　目
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